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国保年金医療課長決定 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日改訂 

 

 

 

「東北地方太平洋沖地震に伴う国民健康保険の保険料の減免に関する基準」改正による令和６

年度の減免適用事務について 

 

 

東北地方太平洋沖地震の被災者に対しては、「東北地方太平洋沖地震に伴う国民健康保険の保険

料の減免の対象者の特例に関する規則」、「東北地方太平洋沖地震に伴う国民健康保険の保険料の

減免の特例に関する基準（福祉局長決定）（以下、「震災減免基準」）」により災害減免の特例（以

下「震災減免」）を行うこととされている。 

令和６年度の震災減免の適用にあたっては、適用期間の延長等について震災減免基準（別紙１）

を改正したことに伴い、下記のとおり取り扱っていただきますよう通知します。 

 

 

記 

 

１ 基本的考え方 

（１）国からの事務連絡（*１）において財政支援の延長方針が示されたことを受け、東京電力福

島第一原子力発電所事故による警戒区域等から本市に転入した被保険者に対する国民健康保

険及び介護保険の保険料の震災減免措置を令和７年３月分保険料まで延長する。 

 なお、平成 29年４月以前に避難指示区域等の指定が解除された地域に居住していた被保険

者については、別表１（*２）に掲げる地域ごとに定める減免期間及び減免割合に応じて、減

免を適用する。 

 また、原発警戒区域のうち旧避難指示区域等の被保険者において、本市の国民健康保険・

介護保険料の減免措置については、当該区域が国の財政支援の対象から外れるまでの間、上

位所得層の被保険者についても全額免除の措置を継続する。 

 

*１ 「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区域等における被保険者等の一部負担金及び保

険料（税）の免除措置等に対する財政支援の延長について」（令和６年２月 22日厚生労働省保険局国民

健康保険課発出の事務連絡）（別紙２） 

 「避難指示区域等以外の東日本大震災による被災地域における被保険者及び旧避難指示区域等の上位

所得層の被保険者の一部負担金の免除及び保険料（税）の減免に対する財政支援について」（令和６年

２月 22日厚生労働省保険局国民健康保険課発出の事務連絡）（別紙３） 
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*２ （別表１） 

区分 住所地を有していた地域（福島県内） 減免期間 減免割合 

Ａ 

【平成26年までに避難指示区域等の指定が解除

された地域】 

・広野町、楢葉町の一部、南相馬市の一部（旧

緊急時避難準備区域） 

・川内村の一部、田村市（旧緊急時避難準備区

域及び旧避難指示解除準備区域） 

・特定避難勧奨地 

平成26年度から 

令和４年度相当分 
全額免除 

令和５年度相当分 半額免除 

令和６年度相当分以降 減免なし 

Ｂ 

【平成27年までに避難指示区域等の指定が解除

された地域】 

・楢葉町の残り全域（旧避難指示解除準備区域) 

平成26年度から 

令和５年度相当分 
全額免除 

令和６年度相当分 半額免除 

令和７年度相当分以降 減免なし 

Ｃ 

【平成28年までに避難指示区域等の指定が解除

された地域】 

・葛尾村の一部、南相馬市の一部（旧避難指示

解除準備区域及び旧居住制限区域） 

・川内村の残り全域（旧居住制限区域） 

平成26年度から 

令和６年度相当分 
全額免除 

令和７年度相当分 半額免除 

令和８年度相当分以降 減免なし 

Ｄ 

【平成29年までに避難指示区域等の指定が解除

された地域】 

・飯舘村の一部、浪江町の一部、川俣町、富岡

町の一部（旧避難指示解除準備区域及び旧居

住制限区域） 

平成26年度から 

令和７年度相当分 
全額免除 

令和８年度相当分 半額免除 

令和９年度相当分以降 減免なし 

（２）令和５年度の震災減免適用者については、被災者（震災減免の基準に該当する者）が神戸

市に避難して生活再建をしていくための必要な援助として減免を適用しており、また、一部

負担金減免は継続適用とされていることから、引き続き支援を要するとみなして、職権にて

令和６年度も震災減免を継続適用する。 

 ただし、別表１区分Ａの被保険者については、震災減免は適用しない。また、別表１区分

Ｂの被保険者の免除額は半額となるため、適用割合に留意する。対象者は別紙４を参照。 

 

 

２ 令和６年度の震災減免の内容 

（１）減免対象者 

避難指示区域等（警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域、特定避難勧奨地点（ホ

ットスポット））及び旧緊急時避難準備区域（*３）からの転入者 

 

*３ 区域見直し前の、警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域、特定避難勧奨地点（ホットスポ

ット）（いずれも解除、再編された区域を含む。）を指す。 

 

（２）減免適用期間 

令和６年４月分から令和７年３月分まで 
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３ 事務処理 

（１）新規対象者の把握 

以下のいずれかにより把握する。 

①減免申請書の提出 

②新規加入受付時に前住所地を確認 

 

（２）減免受付・適用 

①令和５年度震災減免適用世帯 

職権により、令和６年度の保険料に震災減免を適用する（令和６年度減免のために改めて

の減免申請は不要）。 

ただし、別表１区分Ａの世帯には減免を適用しない。 

②令和６年４月以降に資格取得した被災者のいる世帯 

世帯主からの減免申請により適用する。 

※必要書類：減免申請書、被災した事実が分かる拠処資料（り災証明書等） 

 

（３）減免の決議 

①令和５年度震災減免適用世帯 

国民健康保険料減免決議書に「令和５年度の震災減免の適用者であるため職権適用する」

旨明記し、令和５年度の減免申請書・添付資料の写しを添付して決議（保険年金医療課決

裁）する。 

②令和６年４月以降に資格取得した被災者のいる世帯 

国民健康保険料減免決議書に減免申請書、添付資料の写しを添付して決議（保険年金医療

課長・支所保険年金担当課長決裁）する。 

 

（４）減免のオンライン入力 

①減免前後の保険料を明確にするため、減免のオンライン入力は減免適用前の保険料の確定

後（当初処理（確定）後）に行う。 

②減免期間が６か月を超える場合は、減免期間を６か月ごとに分けて入力する。 

※オンライン入力上の制限として、災害減免は６か月を超える期間を入力できない。 

 

（５）納入通知書の発送 

【別表１区分Ａの世帯】 

①当初処理（確定）の納入通知書を引き抜く。 

②別表２（*３）に従い、様式１または２の手紙を添付する。 

③減免措置の見直しに関する周知用リーフレットを同封する。 

④納入通知書を送付する。 

 

【上記以外の世帯】 

①当初処理（確定）の納入通知書を引き抜く。 

②減免適用後の納入通知書に「新年度の保険料です。「変更前の額」欄は、減額・減免・軽減

適用前の内容を表示しています。」のスタンプを押す。 

③必要に応じて納付書の引き抜き・差し替えを行う。 

※別表１区分Ｂの世帯が口座振替未登録の場合は、口振依頼書も同封する。 
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④別表２（*３）に従い、様式３～５の手紙を添付する。 

⑤減免措置の見直しに関する周知用リーフレットを同封する。 

⑥②の納入通知書を送付する。 

※全額免除の場合も、保険料減免承認通知書として減免適用後の納入通知書を送付する。 

※引き抜いた当初処理（確定）の納入通知書は送付しない。 

 

*３ （別表２） 

手紙 対象世帯 

様式１ 別表１区分Ａの世帯（税情報あり） 

様式２ 〃    （簡申送付対象） 

様式３ 別表１区分Ｂの世帯（税情報あり） 

様式４ 〃    （簡申送付対象） 

様式５ 上記以外の世帯（全額免除世帯） 

 

（６）口座振替 

口座振替利用者は、停止期限等のスケジュールに注意し、必要に応じて停止・金額修正等

を行う。 

 

（７）広報 

・納入通知書の裏面 

・災害減免の特例（震災減免）の案内チラシ 

 

４ 施行日 

  令和６年４月１日 

 

 

 

 

担当：国保年金医療課 保険料担当  

（内線 3158） 
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様式１ 
 
 

○○区保険年金医療課 
（国民健康保険担当） 

 
世帯主様 
 

国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）の送付について 
 

 

令和６年度の国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）をお送りいたします。 

なお、東北地方太平洋沖地震による被災に伴う国民健康保険料の減免は、国の方針により令和

５年度で終了しました。一部負担金減免についても、令和７年度から順次終了となる予定です。 

具体的な減免措置の見直し内容については、別添のリーフレットをご確認ください。 

 
 

お問合せ先：○○区保険年金医療課 
国保年金係 

電話 000-000-000 
 
 
 
 
 
 
 
様式２ 
 
 

○○区保険年金医療課 
（国民健康保険担当） 

世帯主様 
 

国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）の送付について 
 
 

令和６年度の国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）をお送りいたします。 

なお、東北地方太平洋沖地震による被災に伴う国民健康保険料の減免は、国の方針により令和

５年度で終了しました。一部負担金減免についても、令和７年度から順次終了となる予定です。 

具体的な減免措置の見直し内容については、別添のリーフレットをご確認ください。 

 

また、先日、世帯の所得状況を尋ねる書類を世帯主様宛にお送りしています。ご回答後、内容

に応じて保険料額の変更を行う場合がありますので、あらかじめご了承ください。 
 
 

お問合せ先：○○区保険年金医療課 
国保年金係 

電話 000-000-000 
 
  



 6 

様式３ 
 
 

○○区保険年金医療課 
（国民健康保険担当） 

 
世帯主様 
 

国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）の送付について 
 
 

令和６年度の国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）をお送りいたします。 

あなたの世帯の国民健康保険料は、東北地方太平洋沖地震による被災に伴う国民健康保険料の

減免が適用されています。 

ただし、国の方針による減免措置の順次終了により、免除額は年間保険料の半額です。また、

来年度以降は減免が適用されなくなる見込みです。 

なお、一部負担金減免についても、令和７年度から順次終了となる予定です。 

具体的な減免措置の見直し内容については、別添のリーフレットをご確認ください。 

 
 

お問合せ先：○○区保険年金医療課 
国保年金係 

電話 000-000-0000 
 
 
 
 
 
様式４ 
 
 

○○区保険年金医療課 
（国民健康保険担当） 

 
世帯主様 
 

国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）の送付について 
 
 

令和６年度の国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）をお送りいたします。 

あなたの世帯の国民健康保険料は、東北地方太平洋沖地震による被災に伴う国民健康保険料の

減免が適用されています。 

ただし、国の方針による減免措置の順次終了により、免除額は年間保険料の半額です。また、

来年度以降は減免が適用されなくなる見込みです。 

なお、一部負担金減免についても、令和７年度から順次終了となる予定です。 

具体的な減免措置の見直し内容については、別添のリーフレットをご確認ください。 

 

また、先日、世帯の所得状況を尋ねる書類を世帯主様宛にお送りしています。ご回答後、内容

に応じて保険料額の変更を行う場合がありますので、あらかじめご了承ください。 
 
 

お問合せ先：○○区保険年金医療課 
国保年金係 

電話 000-000-0000 
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様式５ 
 
 

○○区保険年金医療課 
（国民健康保険担当） 

 
世帯主様 
 

国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）の送付について 
 
 

令和６年度の国民健康保険料のお知らせ（納入通知書）をお送りいたします。 

あなたの世帯の国民健康保険料は、東北地方太平洋沖地震による被災に伴う国民健康保険料の

減免が適用されています。免除額は年間保険料の全額です。 

 

なお、国の方針により、本減免措置は避難時の地域に応じて順次終了しています。一部負担金

減免についても、令和７年度から順次終了となる予定です。 

具体的な減免措置の見直し内容については、別添のリーフレットをご確認ください。 

 
 

お問合せ先：○○区保険年金医療課 
国保年金係 

電話 000-000-000 

 


